
　明けましておめでとうございます。

　謹んで新春のお慶びを申し上げます。旧年中は岐阜県経営者協会の活動に多大なるご協

力を賜りましたこと、心より御礼申し上げます。

　昨年は英国のＥＵ離脱＝ブレグジット、米国の大統領選によるトランプショック、隣国

の韓国パク・クネ大統領のスキャンダル、新興国の景気減速懸念から、為替・株価とも乱

高下を繰り返し、先行きが見通せない状況にあります。

　一方、地方経済は人手不足で賃金上昇が現実のものとなり、中小企業にとって依然厳し

い状況が続いています。地域経済の活性化に結びつく成長戦略が見えておらず、政府の実

施する経済対策の効果が期待されるところです。

　人材の確保が難しい時にこそ、生産性のアップ、人材の育成・定着に取り組む好機だと

考えます。

　企業の発展の原動力は「人」であります。これからの採用難の時代にあって、人財の確

保は最重点事項となりました。

　当協会は、「人」の問題について活動することを、不易のテーマとしています。そこで今

年は次の３項目に重点をおいて参ります。

１．人材の確保、育成支援

新卒者の採用支援だけでなく、多様な採用活動を支援する。さらに個別企業の従業員

育成、キャリア形成研修を行う。

２．魅力ある雇用環境づくり支援

多様な人材活用の先進事例を紹介し、人事労務担当者のスキルアップと職場環境づく

りを支援する。

３．県内への人材環流支援

若年者の県外流出の歯止めとなるよう、教育・行政・関係機関と連携し、企業の魅力発

信につとめ県内就職促進を支援する。

　会員の皆様には引き続きご支援、ご協力をお願い申し上げますとともに皆様のご健勝を

祈念申し上げ、新年のご挨拶といたします。

年 頭 ご 挨 拶

（一社）岐阜県経営者協会　会長 小 野 木  孝 二
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【パートタイム労働者の労働組合員数、推定組織率が過去最高に】

【メンタルヘルス実態調査】

　平成28年の全国における労働組合の状況について、組合員数は994万人（前年比5万8千人増）となっ
た。推定組織率は17.3％（同0.1ポイント減）で過去最低となっている。
　パートタイム労働者の労働組合員数は113万1千人（同10万6千人増）となった。全労働組合員数に占
める割合は11.4％（同1.0ポイント増）、推定組織率は7.5％（同0.5ポイント増）でいずれも過去最高と
なっている。

　2015年12月から従業員50人以上の事業所で毎年1回「ストレスチェック」が義務付けられたことを
受けて、当協会では、愛知県経営者協会・三重県経営者協会と共同でメンタルヘルス実態調査を実施
した。調査結果（一部）については下記の通り。
　※会員企業の皆様には詳細内容をまとめた報告書を一緒にお送りしております。

　全体の78％の企業が、過去3年間にメンタルヘルス不調を抱える従業員が「いる」と回答した。

実施中 検討中

１．メンタルヘルスに不調を抱える従業員の状況

　企業が現在講じている対策として最も高くなったのは、「長時間労働の抑制・長時間労働者への
フォロー（83％）」。検討中の項目では、「対応マニュアルの整備（人事担当者・管理担当者）（35％）」が最
も高くなった。

２．メンタルヘルス対策の実施状況

平成25年度以降（過去3年間）、メンタルヘルス不調を抱える従業員が“いる”と答えた企業

資料出所：厚生労働省「平成28年『労働組合基礎調査』の結果」
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〈雇用障がい者の数(人)〉 〈実雇用率(％)〉

労働行政レーダー
ヘッドライン

【県内企業における採用時の賃金状況】

　平成28年6月末時点で雇用されていた新規学卒者の6
月分の賃金は、大学卒と高校卒ともに昨年より増加と
なった。

　平成28年4月から9月までの平均額は下記の通り。

女性の仕事への意識が10年間で変化

資料出所：厚生労働省「第4回21世紀成年者縦断調査（平成24年成年者）
　　　　　及び第14回21世紀成年者縦断調査（平成14年成年者）の結果」

　独身女性が「結婚後も就業を続ける」と答えた割合は
44.6％で、10年前の41.8％に比べて上昇。そのうち「出産
した後も続ける」割合は65.1％で、10年前の51.3％に比
べてこちらも高くなった。

留学生の日本企業への就職状況

資料出所：法務省「平成27年における留学生の日本企業等への就職状況について」

　平成27年において、企業等への就職を目的として行わ
れた在留資格変更認可申請に対し、処分した数は17,088
人（前年比2,918人増）。このうち15,657人（同2,699人増）
が認可されている。非製造業が12 , 580人（同2 , 341人
増）、製造業が3,077人（同358人増）となっている。

平成27年の人口は全国で28万人余の減少

資料出所：厚生労働省「平成27年（2015）人口動態統計（確定数）の概況」、
　　　　　「平成26年（2014）人口動態統計（確定数）の概況」

　県内の人口は1,996,303人（前年2,008 ,000人）。出生
数15,464人（同15,138人）に対し、死亡数は21,996人
（同21,658人）で自然増減数は6,532人減（同6,520人
減）となった。合計特殊出生率は1.56（同1.42）となって
いる。

資料出所：岐阜労働局「岐阜県内企業の平成28年障害者雇用状況の集計結果」

資料出所：厚生労働省「平成28年『賃金引上げ等の実態に関する調査』の結果」

　1人平均賃金の改定額は5,176円（前年5,282円）で前
年を下回り、改定率は1.9％（同1.9％）で前年と同水準。
規模別では300人～999人規模及び100～299人規模で
改定額、改定率ともに前年を上回った。

厚労省ポータルサイト「スタートアップ労働条件」
11月1日に開設

資料出所：厚生労働省「ポータルサイト『スタートアップ労働条件』を11月1日に
　　　　　開設します」

　新規起業事業場などが労務管理・安全衛生管理など
についてウェブ上で診断を受けられるポータルサイト。
「募集、採用、労働契約の締結」等6項目の設問に回答す
ることで、自社の問題点を診断できるほか、改善に向け
た情報も提供される。

【県内の障がい者雇用者数が過去最高に】
　岐阜労働局は、岐阜県内の民間企業や公的機関などに
おける障がい者雇用の状況について発表した。
　民間企業における雇用障がい者数は5,353.5人（前年比
5.3％増）で過去最高となった。実雇用率は1.95％（同0.06
ポイント増）【全国1.92％】。法定雇用率達成企業の割合
は、56.7％（同1.7ポイント増）といずれも前年を上回った。

※なお、法定雇用率の算定基礎の見直し、精神障がい者
　の追加が平成30年4月1日に予定されている。

実雇用率と雇用されている障がい者の数の推移
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資料出所：厚生労働省「中途採用者採用時賃金情報（平成28年4月～平成28年9月）」
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 平成28年「1人平均賃金」引上げ企業は86.7％



第45回企業をとりまく犯罪防止懇談会を開催

「暴力団情勢について」
岐阜県警察本部　　　　　     　　　　　  　刑事部 組織犯罪対策課 調査官　西脇 克児氏

　11月29日（火）グランヴェール岐山において同懇談会を開催しました。
　講演内容の一部を下記にてご紹介いたします。

　昨今、山口組の分裂などの影響により暴力団の情勢が大きく様変わりして
います。構成人員が大きく変化しただけでなく、分裂騒動に乗じて組を抜け
る者も少なくありません。組員数が減っているので一見すると弱体化したよう
に見えますが、偽装破門や隠れ組員といった、実態が非常につかみづらいも
のが増えているのも事実です。見た目で判断できないばかりか、我々でも黒
と断定できない者も多くいるため、少しでも疑問や怪しいと思うことがあれ
ば早めにご相談ください。

「暴追センターからみた不当要求の実態」
（公財）岐阜県暴力追放推進センター　　　　　　　　　　　　　　 専務理事　杉山 俊博氏

　近年、巧妙な不当要求が増えてきています。相手が例え良いことを言ってい
ても口車に乗っていては、最終的に騙されてしまうのが落ちです。例えこちら
に用が無くても相手側から用を作り接してこようとすることもあります。しか
も相手側に犯罪歴があったとしても、即反社会的勢力だと認定できるわけで
もありません。戦わずして勝つということが重要であり、あらゆる場面を想定
し、いざという時のために日頃からしっかりと準備しておくことが必要です。

「反社会的勢力との関係遮断　～暴排条項の現状～」
岐阜県弁護士会 民事介入暴力被害者救済センター　　　　　　　担当副会長　竹中 雅史氏

　暴力団排除条例施行以降の反社会的勢力に関する事例を見ると、暴力団
排除に関する事項が約款等に記載されていても、裁判で負けてしまうケース
があります。ただ記載されているだけでは不十分で、確認を怠ったり、排除す
る手を尽くしていないと、指摘を受けて裁判で負けてしまうことに繋がりか
ねません。まず企業は、担当者だけに任せておくのではなく、組織としてどの
ように向き合っていくのかを真剣に考え、毅然とした態度で対応していかな
ければなりません。
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計

【過去の受理状況】

暴力相談受理状況(平成27年中)

○暴力団、エセ同和・エセ右翼等からの不当要求に関する相談は減少
○反社会的勢力との関係遮断のための取引先に関する相談は増加
○いわゆる悪質クレーマーや実態不明な者に関する相談は増加
○行政からの相談は減少

岐阜県暴力追放推進センターにおける
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【相談対象者の推移】
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暴力団 エセ同和、エセ右翼 クレーマー、不明 その他

【暴力相談の内容】
不当要求行為

不当要求行為以外の暴力相談

民事事案

計

民事事案
54

570

12

636

【不当要求行為以外の暴力相談の内容】
企業からの取引相手相談

その他の暴力相談

計

※寄付金・賛助金の要求は減少　6　 0

（単位：全て「件」）
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50
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【不当要求行為の内容】
各種工事に関する因縁・クレーム

職員の応接に関する因縁・クレーム

強引又は法外な借金の取り立て

行政事務に関する因縁・クレーム

マンション等不動産投資

公共料金滞納者からの因縁・クレーム

架空請求

購入物品に関する因縁・クレーム

機関紙・書籍等購入

その他の因縁・クレーム

計
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2

2
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54

不当要求行為
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関する
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関する

因縁・クレーム

職員の応接に
関する

因縁・クレーム

強引又は法外な
借金の取り立て

不当要求行為以外の

暴力相談

不当要求行為以外の

暴力相談

行政事務に関する
因縁・クレーム

マンション等不動産投資

架空請求

機関紙・書籍等
購入

その他の
因縁・クレーム

公共料金滞納者からの
因縁・クレーム

公共料金滞納者からの
因縁・クレーム

購入物品に関する
因縁・クレーム
購入物品に関する
因縁・クレーム

企業からの取引相手相談企業からの取引相手相談

その他の暴力相談
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